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「被災者生活再建支援制度の抜本的拡充を求める請願」署名について

　連日のご奮闘に心から敬意を表します。
　東日本大震災から５年が経過しましたが、今なお17万人が避難を続けています。また２０１４年には広島市北部の豪雨土砂災害、15年９月には関東北部豪雨災害で常総市などで多くの家屋が全半壊しています。
[bookmark: _GoBack]阪神淡路大震災後、災害時に活用できる制度として「被災者生活再建支援法」が成立・施行され、その後２度の改正が行われましたが、全壊家屋の再建に最大３００万円の支給という水準にとどまっています。
全商連も参加する「災害被災者支援と災害対策改善を求める全国連絡会」（略称・全国災対連）は、この制度の拡充を求め、別紙の国会請願署名の運動を呼びかけています。
各組織に用紙をお送りしますので、地元での共同を広げるなど、運動へのご参加をお願いします。
以上



